
西脇市産業立地促進賃料補助事業補助金交付規程  

 

 

 （趣旨）  

第１条  この規程は、企業進出による地域経済の活性化を図るため、  

企業施設等を賃借する事業者に対し、兵庫県と協調し市が交付する

補助金の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条  この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各

号に定めるところによる。  

 ⑴  事業所立地企業  事業活動の用に供するため、賃貸借契約を締

結し、事務所ビル等の建物（製造に必要な工場等の企業施設を除

く。）に入居する者をいう。  

 ⑵  ＩＴ関連事業者  インターネット等情報通信技術を活用した製

品、ソフトウェアコンテンツ等の開発又はサービス提供の事業を

行う者をいう。  

 ⑶  市税等  市民税その他の市税、介護保険料、水道料金、下水道

使用料等をいう。  

 （補助対象事業等）  

第３条  補助対象事業の種類、補助対象事業の要件及び補助対象経費

は、別表に掲げるとおりとする。  

 （補助対象者）  

第４条  補助対象者は、平成 27年４月１日以降に市内において事業所

を開設する事業所立地企業又はＩＴ関連事業者とする。ただし、Ｉ

Ｔ関連事業者のうち個人事業者の場合は、市内に住所を有する者に

限る。  

２  前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は補助金の交付対象とし

ない。  

 ⑴  兵庫県が当該事業に係る補助金を交付しないことを決定した補

助事業認定者  

 ⑵  貸主との賃貸借契約等により賃料が免除されている者  

 ⑶  市から他の補助対象事業に対する補助金等を受ける者  

 ⑷  市税等を滞納している者  

 ⑸  西脇市における暴力団の排除の推進に関する条例（平成 24年西

脇市条例第 26号）第２条に規定する暴力団、暴力団員又は暴力団

密接関係者  

（補助金の額）  

第５条  補助金の額は、予算の範囲内において、別表に定めるところ

による。  



２  前項の規定による補助金の額に  1,000円未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てるものとする。  

 （補助対象期間）  

第６条  補助対象期間は、補助金の交付申請を行った日の属する月か

ら 36月を限度とする。  

（対象事業所の申請）  

第７条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）  

は、西脇市産業立地促進賃料補助事業所指定申請書（様式第１号）

に、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める書類 及

び事業計画書（様式第２号）を添えて、市長に提出しなければなら

ない。  

⑴  新規立地事業所賃料助成事業  兵庫県の立地促進事業等確認結

果通知書、事務所ビル等の建物の賃貸借契約書、登記簿謄本及び

定款の写し、新規正規雇用者名簿、市税等の納付証明書その他市

長が必要と認める書類  

⑵  新規開設ＩＴ関連事業所賃料助成事業  兵庫県のＩＴ戦略推進

事業に係る補助金交付決定通知書、事務所等の建物の賃貸借契約

書、登記簿謄本及び定款の写し（個人の場合は代表者の住民票の

写し）、事務所等の建物の図面、通信回線使用料の金額を証する

書類、市税等の納付証明書その他市長が必要と認める書類  

 （事業の指定）  

第８条  市長は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、

結果を西脇市産業立地促進賃料補助事業所指定通知書（様式第３号）

により申請者に通知するものとする。  

 （補助金の交付手続等）  

第９条  前条の規定により指定の通知を受けた申請者（以下「補助事

業者」という。）は、速やかに補助金の交付申請手続を行うものと

する。  

２  補助金の交付手続その他の必要な事項は、西脇市補助金等交付規

則（平成 17年西脇市規則第 45号。以下「規則」という。）によるも

のとする。  

 （補助金の実績報告）  

第 10条  補助事業者は、規則第 12条第１項の規定による実績報告書に、

次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める書類を添え

て、市長に提出しなければならない。  

 ⑴  新規立地事業所賃料助成事業  兵庫県の補助金交付決定通知書

の写し、事務所ビル等の建物の賃借料の支払を証する書類その他

市長が必要と認める書類  

 ⑵  新規開設ＩＴ関連事業所賃料助成事業  兵庫県の補助金交付決



定通知書の写し、事務所等の建物の賃借料の支払を証する書類、

通信回線使用料の支払を証する書類その他市長が必要と認める書

類  

 （帳簿等の保存期間）  

第 11条  補助事業者は、当該補助事業に関する帳簿及び書類を、当該

補助事業の完了の日から起算して、５年を経過した日の属する市の

会計年度末日まで保存しなければならない。  

２  市長は、補助事業者に対し、必要な指示をし、又は帳簿及び書類

の検査を行うことができる。  

 （交付決定の取消し）  

第 12条  市長は、補助事業者が規則第 16条に定めるもののほか、次の

各号のいずれかに該当するときは、その決定を取り消し、若しくは

補助金の交付を停止し、又は既に交付した補助金の全部又は一部を

返還させることができる。  

 ⑴  市税等の納付を怠ったとき。  

 ⑵  補助金の交付を受けた日の属する市の会計年度の末日から５年  

以内に補助事業を休止、廃止又は市内での営業を取りやめたとき。  

 ⑶  補助事業の対象となる事業所及び通信回線を当該補助事業の用

に供せず、他の用途に使用したとき。  

 （その他）  

第 13条  この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。  

 

附  則  

（施行期日）  

１  この告示は、平成 28年４月１日から施行する。  

 （この告示の失効）  

２  この告示は、平成 34年３月 31日限り、その効力を失う。ただし、

同日までに交付決定をした補助金については、この告示は、同日後

もなおその効力を有する。  

附  則（平成 31年３月 29日告示第 80号）  

この告示は、平成 31年４月１日から施行する。ただし、附則第２項

の改正規定は、公布の日から施行する。  

 

別表（第３条、第５条関係）  

補助対象事業 

の種類 
補助対象事業の要件 補助対象経費 

補助金の額 

及び限度額 

新規立地事

業所賃料助

成事業  

 次の要件を全て満たすこと。 

⑴ 産業立地の促進による経済

及び雇用の活性化に関する条

例（平成14年兵庫県条例第20 

事業所立地企業が支

払う事務所ビル等の

建物の賃借料 

補助対象経費の４分

の１以内の額とし、

一の補助事業者につ

き、補助事業の対象 



  号）に規定する立地促進事業

の確認を受けた事業であるこ

と。 

⑵ 市内の事務所ビル等の建物

に賃貸借による入居であるこ

と。 

⑶ 事業の開始に伴い、新たに

雇用する常用従業員が６人以

上で、市内に住所を有する者

が２人以上であること。 

 となる建物の床面積

１平方メートル当た

り１月 750円とし、

同一年度の合計額は 

 100万円を上限とす

る。 

新規開設Ｉ

Ｔ関連事業

所賃料助成

事業  

 次の要件を全て満たすこと。 

⑴ 兵庫県が実施するＩＴ戦略

推進事業によるＩＴ関連事業

であること。 

⑵ 市内の空き家、空き店舗

（校舎、工場などの空室を含

む。）などの利用されていな

い施設等を活用し、新たにＩ

Ｔ関連の事業所、機器設置施

設・場所（サーバルーム等）

を設置すること。 

⑶ 継続的に３年以上の事業を

行う計画を有すること。 

ＩＴ関連事業者が支

払う事務所等の建物

の賃借料（事業の用

に供する部分に限

る。） 

補助対象経費の４分

の１以内の額とし、

一の補助事業者につ

き、１月25,000円と

し、同一年度の合計

額は30万円を上限と

する。ただし、補助

事業者の年間利用日

数が公休日を除き利

用可能日数の４分の

１を下回る場合は、

日割り計算とする。 

ＩＴ関連事業者が支

払う通信回線使用料

（インターネット接

続費及び専用回線、

プロバイダー、レン

タルサーバ、ドメイ

ン利用料等を含

む。） 

同上 

 

  



様式第１号（第７条関係）  

 

西脇市産業立地促進賃料補助事業所指定申請書  

 

年   月   日  

 

西脇市長        様  

 

住所又は所在地   

氏名又は名称          ㊞  

（代表者名）  

電話番号  

 

西脇市産業立地促進賃料補助事業の対象事業所として指定を受けた

いので、関係資料を添えて申請します。  

 

記  

 

事 業 の 種 類  
□  新規立地事業所賃料助成事業  

□  新規開設ＩＴ関連事業所賃料助成事業  

申 請 予 定 額         円  
□賃   借   料      円  

□通信回線使用料      円  

事 業 所 名   

住所又は所在地   

事 業 開 始 日  年   月   日  資 本 金 万円  

従 業 員 数      人   
（常 用 従 業 員     人）  

（常用従業員のうち市内居住者     人）  

業 種   

主たる業務内容  

 

 

 

連 絡 担 当 者  
職・氏名  

電話番号         Eﾒｰﾙ 

※事業の種類に応じて、西脇市産業立地促進賃料補助事業補助金交付

規程第７条に定める書類を添付してください。   



様式第２号（第７条関係）  

 

事業計画書  

 

事 業 の 種 類  
□  新規立地事業所賃料助成事業  

□  新規開設ＩＴ関連事業所賃料助成事業  

事 業 期 間  年   月   日～    年   月   日  

進 出 理 由  

 

 

 

事 業 計 画 の  

具 体 的 な 内 容  

 

 

 

 

 

将 来 の 展 望  

（売上増加高・期待 

される効果等） 

 

 

 

事業所等の賃借

に 関 す る 事 項  

契 約 相 手 先  
名称  

住所  

契 約 期 間   

建 物 床 面 積  
      ㎡  

（うち事業の用に供する面積     ㎡）  

賃 借 料 の 内 訳  

 

 

 

 

通信回線使用料

の 内 訳  

 

 

 

 

特 記 事 項   

※賃借料・通信回線使用料の内訳については、支出項目ごとに月額等

の期間単位で記載してください。  



様式第３号（第８条関係）  

 

西脇市指令第     号  

 

住所又は所在地    

氏名又は名称   

及び代表者名            様  

 

 

西脇市産業立地促進賃料補助事業所指定通知書  

 

 

    年  月  日付けで申請のありました西脇市産業立地促進賃料

補助事業の対象事業所の指定について、下記のとおり決定しましたの

で、西脇市産業立地促進賃料補助金交付規程第８条の規定により通知

します。  

 

 

年   月   日  

 

西脇市長         □印  

 

記  

 

１  決 定 の 内 容  指  定・不指定  

 

２  補助事業の種類    

 

３  交 付 予 定 額  金         円  

 

４  条      件  

 

５  不 指 定 の 理 由  


